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長崎地方最低賃金審議会 

長崎県最低賃金専門部会運営規程 

 

第１条 この規程は、長崎地方最低賃金審議会長崎県最低賃金専門部会（以下

「専門部会」という。）の議事に関し、最低賃金法、最低賃金審議会令及

び長崎地方最低賃金審議会運営規程に定めるもののほか、必要な事項に

ついて定めるものである。 

 

第 2条 専門部会の委員の数は、9人とする。 

 

第３条 専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認めたと

きの他、長崎労働局長（以下「局長」という。）又は３人以上の委員から

開催の請求があったとき、部会長が招集する。但し、第１回会議は長崎

地方最低賃金審議会長が招集する。 

２ 前項の規定により、局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場

合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の原則として１

０日前までに部会長に通知するものとする。 

３ 部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合

の他、少なくとも１週間前までに、付議事項・日時及び場所を委員に通

知するとともに、局長に通知するものとする。 

 

第４条 委員は、部会長が必要があると認めたときは、テレビ会議システム（映

像と音声の送受信により、相手の状態を相互に認識しながら通話をする

ことができるシステムをいう。次項においても同じ。）を利用する方法に

よって、会議に出席することができる。 

２  テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審 

議会令第６条第６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定 

する会議への出席に含めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その 

旨を部会長に適当な方法で速報するものとする。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在になるときには、あら 

かじめ部会長に適当な方法によって通知するものとする。 

 

第５条 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときには、部会長の許可を受 

けなければならない。 



  ３ 専門部会は、部会長が必要があると認めたときは、委員でない者の説

明又は意見を聴くことができる。 

 

第６条 会議は原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情

報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益

が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合は、部会長は、会議を

非公開とすることができる。 

 ２ 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど

の必要な措置をとることができる。 

 

第７条 会議の議事については、議事録を作成する。 

 ２ 議事録及び会議資料は、公開することにより、個人情報の保護に支障を

及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害され

るおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は議事録及び会議の資料の

一部又は全部を非公開とすることができる。 

 ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

 

第８条 部会長は、会議において、最低賃金法及び最低賃金審議会令に基づい 

  て議決を行ったときは、長崎地方最低賃金審議会に報告するものとする。 

 

第９条 この規定の制定及び改廃は、会議の議決に基づいて行う。 

 

 

 

備考：平成１３年８月２日制定・施行 

  ：令和３年７月５日改正 
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最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果 

（令和３年１月～３月） 
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業種別法違反の状況（令和３年１月～３月　全国計）

監督実施事業場数 違反事業場数 違反率％ 監督実施事業場数 違反事業場数 違反率％ 監督実施事業場数 違反事業場数 違反率％

01  製造業 2,920 269 9.2% 2,608 223 8.6% 312 46 14.7%

　01　食料品製造業 　 943 77 8.2% 934 75 8.0% 9 2 22.2%

  02  繊維工業 198 19 9.6% 198 19 9.6% 0 0 -

  03  衣服その他の繊維製品製造業 287 27 9.4% 287 27 9.4% 0 0 -

  04  木材・木製品製造業 48 5 10.4% 48 5 10.4% 0 0 -

  05  家具・装備品製造業 53 6 11.3% 53 6 11.3% 0 0 -

  06  パルプ・紙・紙加工品製造業 86 8 9.3% 86 8 9.3% 0 0 -

  07  印刷・製本業 77 3 3.9% 76 3 3.9% 1 0 0.0%

  08  化学工業 168 16 9.5% 167 16 9.6% 1 0 0.0%

  09  窯業土石製品製造業 47 4 8.5% 34 2 5.9% 13 2 15.4%

  10  鉄鋼業 8 2 25.0% 3 0 0.0% 5 2 40.0%

  11  非鉄金属製造業 16 1 6.3% 8 1 12.5% 8 0 0.0%

  12  金属製品製造業 153 6 3.9% 145 5 3.4% 8 1 12.5%

  13  一般機械器具製造業 95 14 14.7% 41 7 17.1% 54 7 13.0%

  14  電気機械器具製造業 187 32 17.1% 32 4 12.5% 155 28 18.1%

  15  輸送用機械等製造業 43 3 7.0% 21 1 4.8% 22 2 9.1%

  16  電気・ガス・水道業 4 2 50.0% 4 2 50.0% 0 0 -

  17  その他の製造業 507 44 8.7% 471 42 8.9% 36 2 5.6%

02  鉱業 2 0 0.0% 2 0 0.0% 0 0 -

03  建設業  131 10 7.6% 131 10 7.6% 0 0 -

04  運輸交通業 42 7 16.7% 42 7 16.7% 0 0 -

  01  鉄道・軌道・水運・航空業 1 0 0.0% 1 0 0.0% 0 0 -

  02  道路旅客運送業 30 6 20.0% 30 6 20.0% 0 0 -

  03  道路貨物運送業 11 1 9.1% 11 1 9.1% 0 0 -

  04  その他の運輸交通業 0 0 - 0 0 - 0 0 -

05  貨物取扱業 2 0 0.0% 2 0 0.0% 0 0 -

１号～５号  計 3,097 286 9.2% 2,785 240 8.6% 312 46 14.7%

06  農林業 69 8 11.6% 69 8 11.6% 0 0 -

07  畜産･水産業 18 2 11.1% 18 2 11.1% 0 0 -

08  商業 3,812 287 7.5% 3,778 282 7.5% 34 5 14.7%

  01  卸売業 619 38 6.1% 619 38 6.1% 0 0 -

  02  小売業 2,585 216 8.4% 2,551 211 8.3% 34 5 14.7%

  03  理美容業 561 32 5.7% 561 32 5.7% 0 0 -

  04  その他の商業 47 1 2.1% 47 1 2.1% 0 0 -

09  金融・広告業 30 6 20.0% 30 6 20.0% 0 0 -

10  映画・演劇業 7 0 0.0% 7 0 0.0% 0 0 -

11  通信業 2 0 0.0% 2 0 0.0% 0 0 -

12  教育・研究業 44 2 4.5% 44 2 4.5% 0 0 -

13  保健衛生業 462 27 5.8% 462 27 5.8% 0 0 -

  01  医療保健業 107 7 6.5% 107 7 6.5% 0 0 -

  02  社会福祉施設 328 19 5.8% 328 19 5.8% 0 0 -

  03  その他の保健衛生業 27 1 3.7% 27 1 3.7% 0 0 -

14  接客娯楽業 1,385 111 8.0% 1,385 111 8.0% 0 0 -

  01  旅館業 324 37 11.4% 324 37 11.4% 0 0 -

  02  飲食店 973 68 7.0% 973 68 7.0% 0 0 -

  03  その他の接客娯楽業 88 6 6.8% 88 6 6.8% 0 0 -

15  清掃・と畜業 167 8 4.8% 167 8 4.8% 0 0 -

16  官公署 1 0 0.0% 1 0 0.0% 0 0 -

17  その他の事業 214 14 6.5% 214 14 6.5% 0 0 -

  01  派遣業 11 0 0.0% 11 0 0.0% 0 0 -

  02  その他の事業 203 14 6.9% 203 14 6.9% 0 0 -

６号～１７号  計 6,211 465 7.5% 6,177 460 7.4% 34 5 14.7%

合計 9,308 751 8.1% 8,962 700 7.8% 346 51 14.7%

業　　　　種
合計 地域別最低賃金適用事業場 特定最低賃金適用事業場
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最低賃金の履行確保を主眼とする監督指導結果（長崎局） 
 

１ 違反状況（最賃法４条のみ、以下同様） 

 平成３１年 令和２年 令和３年 

監督件数 247（0） 200（0） 233（0） 

違反件数 28（0） 17（0） 13（0） 

違 反 率 11.3% 8.5％ 5.6％ 

＊（ ）は産別最賃対象で内数 

 

２ 業種別違反状況 

 平成 31 年 令和２年 令和３年 
3 ヵ年

計 
割合 

〇はん用機械器具等製造業 0 0 0 0 0％ 

〇電気機械器具等製造業 0 0 0 0 0％ 

〇船舶製造・修理業，舶用機関 0 0 0 0 0％ 

食料品製造業 6 2 0 8 13.9％ 

衣料その他の 

繊維製品製造業 
0 0 0 0 0％ 

その他の製造業 0 3 1 4 6.9％ 

卸売業 1 1 0 2 3.4％ 

小売業 11 3 5 19 32.8％ 

理美容業 1 2 2 5 8.6％ 

その他の商業 0 0 0 0 0％ 

飲食店、旅館業 5 5 3 13 22.4％ 

ビルメンテナンス業 0 0 2 2 3.4％ 

その他 4 1 0 5 8.6％ 

計 28 17 13 58 100％ 

 

３ 違反事業場の認識状況 

  平成 31 年 令和２年 令和３年 

適用される最賃額を知っている 16 11 9 

金額は知らないが最賃が適用

されることは知っている 
11 6 3 

最賃が適用されることを知ら

なかった 
1 0 1 

計 28 17 13 

 



業務改善助成金件数

年度 申請件数 交付件数
取下・中
止・廃止

不交付

28 12 7 5 0

29 23 8 13 2

30 11 9 1 1

元 8 6 2 0

2 14 11 3 0

交付件数内訳

年度 長崎市 佐世保市 諫早市 大村市 対馬市 五島市 雲仙市 島原市 南島原市 東彼杵郡 南松浦郡 計

28 3 3 1 7

29 2 2 1 1 1 1 8

30 4 1 2 1 1 9

元 3 1 1 1 6

2 3 2 1 1 1 2 1 11

長崎労働局業務改善助成金の実績（平成28年度～令和２年度）
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